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(57)【要約】
【課題】互いに並列に接続された可変容量型圧縮機（21
a）及び固定容量型圧縮機（21b,21c）からなる複数の圧
縮機を備えた冷凍装置（1）において、両方の圧縮機（2
1a）（21b,21c）間に生じる冷媒吐出ガス温度のアンバ
ランスをできるだけ抑えながら、両方の圧縮機（21a）
（21b,21c）にインジェクション回路（40）の中間圧冷
媒をインジェクションする。
【解決手段】第１圧縮機（21a）が可変容量圧縮機を構
成し、第２，３圧縮機（21b,21c）が固定容量型圧縮機
を構成するとともに、第１圧縮機（21a）の中間ポート
（5）を第２，３圧縮機（21b,21c）の中間ポート（6,7
）よりも小径に形成する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに並列に接続された複数の圧縮機（21a,21b,21c）（114a,114b,114c）が設けられ
て冷凍サイクルを行う冷媒回路（10）（200）と、
　上記各圧縮機（21a,21b,21c）（114a,114b,114c）における圧縮室（4a,4b,4c）の中間
圧位置に開口する中間ポート（5,6,7）と、上記冷媒回路（10）と各中間ポート（5,6,7）
とを接続するとともに該冷媒回路（10）（200）を流れる高圧冷媒を分岐させて中間圧冷
媒を生成する分岐配管（37）（130）を有して上記中間圧冷媒を各圧縮室（4a,4b,4c）に
インジェクションするインジェクション回路（40）（130）とを備える冷凍装置であって
、
　上記複数の圧縮機（21a,21b,21c）（114a,114b,114c）の少なくとも１つは可変容量型
圧縮機（21a）（114a,114b）で構成され、他は固定容量型圧縮機（21b,21c）（21c）（11
4c）で構成されるとともに、上記可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の
中間ポート（5）（5,6）は、上記固定容量型圧縮機（21b,21c）（21c）（114c）の中間ポ
ート（6,7）（7）よりも小径に形成されていることを特徴とする冷凍装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　上記インジェクション回路（40）（130）に設けられて可変容量型圧縮機（21a）（21a,
21b）（114a,114b）にインジェクションされる冷媒の流量を調整する第１流量調整弁（30
a）（211,212）を有し、
　上記可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）の運転容量が小さくなるほど、上記第１流量
調整弁（30a）（211,212）の弁開度を小さくする第１制御部（9a）（210a）を有する制御
手段（9）（210）を備えていることを特徴とする冷凍装置。
【請求項３】
　請求項２において、
　上記分岐配管（37）（130）は、上記可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b
）に接続された第１分岐管（37a）（37a,37b）（130a,130b）と上記固定容量型圧縮機（2
1b,21c）（21c）に接続された第２分岐管（37b,37c）（37c）（130c）とを有し、
　上記第１分岐管（37a）（37a,37b）には上記第１流量調整弁（30a）（211,212）が設け
られ、上記第２分岐管（37b,37c）（37c）には該固定容量型圧縮機（21b,21c）（21c）（
114c）にインジェクションされる冷媒の流量を調整する第２流量調整弁（30b,30c）（30c
）（213）が設けられる一方、
　上記制御手段（9）（210）は、上記可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b
）の運転容量が小さくなるほど、上記第２流量調整弁（30b,30c）（30c）（213）の弁開
度を大きくする第２制御部（9b）（210b）を備えていることを特徴とする冷凍装置。
【請求項４】
　請求項１から３の何れか１つにおいて、
　上記分岐配管（37）（130）は、高圧冷媒を減圧して中間圧冷媒を生成する減圧手段（2
9）（167）を有し、
　上記インジェクション回路（40）（130）には、上記分岐配管（37）（130）から流出し
た中間圧冷媒と上記冷媒回路（10）（200）を流れる高圧冷媒とを熱交換させる過冷却熱
交換器（28）（117）が設けられていることを特徴とする冷凍装置。
【請求項５】
　請求項１から４の何れか１つにおいて、
　上記冷媒回路には空調系統の利用側熱交換器と冷蔵・冷凍系統の利用側熱交換器とが設
けられ、
　上記各圧縮機には、空調系統の利用側熱交換器に接続される圧縮機と、冷蔵・冷凍系統
の利用側熱交換器に接続される圧縮機とが含まれていることを特徴とする冷凍装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、複数の圧縮機を有して蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行う冷凍装置に関し、特
に、各圧縮機に冷媒をインジェクションするインジェクション回路を備えた冷凍装置に関
するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、互いに並列に接続された複数の圧縮機を有して蒸気圧縮式冷凍サイクルを行
う冷媒回路を備えた冷凍装置が知られている。この種の冷凍装置の中には、特許文献１に
示すように、各圧縮機に冷媒をインジェクションするインジェクション回路を備えたもの
がある。
【０００３】
　上記インジェクション回路の一端は上記冷媒回路の高圧配管（高圧冷媒が流れる配管）
から分岐した冷媒配管に接続され、他端は複数に分岐して各圧縮機における中間圧位置の
圧縮室に開口する中間ポートにそれぞれ接続されている。そして、上記インジェクション
回路の一端と分岐点との間には、冷媒を減圧する減圧弁が設けられている。
【０００４】
　この構成によれば、複数の圧縮機から吐出した高圧冷媒は、室外熱交換器で凝縮した後
、その一部が上記高圧配管から分岐した冷媒配管へ流れて上記インジェクション回路に流
入する。上記インジェクション回路に流入した高圧冷媒は、上記減圧弁で所定圧力まで減
圧されて中間圧冷媒となる。この中間圧冷媒が各中間ポートに向かって分流した後、各中
間ポートを介して各圧縮機へインジェクションされる。この中間圧冷媒のインジェクショ
ンにより、各圧縮機の冷媒吐出ガス温度を所定温度以下まで低減することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－０７６０１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記複数の圧縮機のうち少なくとも１つが可変容量型圧縮機で構成され
、他が固定容量型圧縮機で構成された場合において、上記可変容量型圧縮機の運転容量を
小さくしている状態で、上記インジェクション回路により各圧縮機にインジェクションを
行うと、上記減圧弁を流出した中間圧冷媒が、固定容量型圧縮機よりも可変容量型圧縮機
の方へ流れやすくなることがある。この可変容量型圧縮機側への中間圧冷媒の偏流は、該
可変容量型圧縮機の運転容量が小さくなるほど大きくなる。
【０００７】
　これは、上記可変容量型圧縮機の運転容量を小さくするほど、該可変容量型圧縮機の圧
縮室が中間圧位置になっている時間が長くなることに起因する。上記可変容量型圧縮機は
、圧縮室の容積が周期的に増減を繰り返すとともに、その周期を所定範囲内で自在に変更
することができるように構成されている。この可変容量型圧縮機において、運転容量を小
さくするために、上記圧縮室の容積変化の周期を長く（運転周波数を低く）すると、圧縮
室が中間圧位置になっている時間が以前よりも長くなる。この時間が長くなると、上記圧
縮室の中間圧位置に開口する中間ポートの開口時間も長くなる。そして、この開口時間が
長くなった分だけ、上記中間圧冷媒が中間圧位置の圧縮室へ流れやすくなる。
【０００８】
　このように、上記中間圧冷媒が固定容量型圧縮機よりも可変容量型圧縮機の方へ流れや
すくなると、上記可変容量型圧縮機の冷媒吐出ガス温度が低くなり過ぎるとともに、上記
固定容量型圧縮機の冷媒吐出ガス温度が低くならないという問題が生じる。
【０００９】
　本発明は、かかる点に鑑みてなされたものであり、その目的は、互いに並列に接続され
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た可変容量型圧縮機及び固定容量型圧縮機からなる複数の圧縮機を備えた冷凍装置におい
て、両方の圧縮機間に生じる冷媒吐出ガス温度のアンバランスをできるだけ抑えながら、
両方の圧縮機にインジェクション回路の中間圧冷媒をインジェクションすることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　第１の発明は、互いに並列に接続された複数の圧縮機（21a,21b,21c）（114a,114b,114
c）が設けられて冷凍サイクルを行う冷媒回路（10）（200）と、上記各圧縮機（21a,21b,
21c）（114a,114b,114c）における圧縮室（4a,4b,4c）の中間圧位置に開口する中間ポー
ト（5,6,7）と、上記冷媒回路（10）と各中間ポート（5,6,7）とを接続するとともに該冷
媒回路（10）（200）を流れる高圧冷媒を分岐させて中間圧冷媒を生成する分岐配管（37
）（130）を有して上記中間圧冷媒を各圧縮室（4a,4b,4c）にインジェクションするイン
ジェクション回路（40）（130）とを備える冷凍装置を前提としている。
【００１１】
　そして、上記冷凍装置において、複数の圧縮機（21a,21b,21c）（114a,114b,114c）の
少なくとも１つは可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）で構成され、他は
固定容量型圧縮機（21b,21c）（21c）（114c）で構成されるとともに、上記可変容量型圧
縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の中間ポート（5）（5,6）は、上記固定容量型圧
縮機（21b,21c）（21c）（114c）の中間ポート（6,7）（7）よりも小径に形成されている
ことを特徴としている。なお、本発明の可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114
b）は、電動機などのアクチュエータの回転数ないし周波数を変更することにより、運転
容量を調整するものである。
【００１２】
　第１の発明では、上記可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の運転容量
が小さくなって中間ポート（5）の開口時間が長くなり、上記中間圧冷媒が該可変容量型
圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の方へ流れやすくなったとしても、該可変容量
型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の中間ポート（5）を固定容量型圧縮機（21b,
21c）（21c）（114c）の中間ポート（6,7）よりも小径に形成することにより、上記中間
圧冷媒を可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の方へ流れにくくすること
ができる。
【００１３】
　第２の発明は、第１の発明において、上記インジェクション回路（40）（130）に設け
られて可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）にインジェクションされる冷
媒の流量を調整する第１流量調整弁（30a）（211,212）を有し、上記可変容量型圧縮機（
21a）（21a,21b）の運転容量が小さくなるほど、上記第１流量調整弁（30a）（211,212）
の弁開度を小さくする第１制御部（9a）（210a）を有する制御手段（9）（210）を備えて
いることを特徴としている。
【００１４】
　第２の発明では、上記可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の運転容量
が小さくなって該可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の中間ポート（5）
の開口時間が長くなったとしても、上記第１流量調整弁（30a）（211,212）の弁開度を小
さくすることにより、上記中間圧冷媒を可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114
b）の方へ流れにくくすることができる。
【００１５】
　第３の発明は、第２の発明において、上記分岐配管（37）（130）は、上記可変容量型
圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）に接続された第１分岐管（37a）（37a,37b）（1
30a,130b）と上記固定容量型圧縮機（21b,21c）（21c）に接続された第２分岐管（37b,37
c）（37c）（130c）とを有し、上記第１分岐管（37a）（37a,37b）には上記第１流量調整
弁（30a）（211,212）が設けられ、上記第２分岐管（37b,37c）（37c）には該固定容量型
圧縮機（21b,21c）（21c）（114c）にインジェクションされる冷媒の流量を調整する第２
流量調整弁（30b,30c）（30c）（213）が設けられる一方、上記制御手段（9）（210）は
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、上記可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の運転容量が小さくなるほど
、上記第２流量調整弁（30b,30c）（30c）（213）の弁開度を大きくする第２制御部（9b
）（210b）を備えていることを特徴としている。
【００１６】
　第３の発明では、上記可変容量型圧縮機（21a）の運転容量が小さくなって該可変容量
型圧縮機（21a）の中間ポート（5）の開口時間が長くなったとしても、上記第２流量調整
弁（30b,30c）の弁開度を大きくすることにより、上記中間圧冷媒は、上記固定容量型圧
縮機（21b,21c）の方へ流れやすくなった分、上記可変容量型圧縮機（21a）の方へ流れに
くくなる。
【００１７】
　第４の発明は、第１から第３の何れか１つの発明において、上記分岐配管（37）（130
）は、高圧冷媒を減圧して中間圧冷媒を生成する減圧手段（29）を有し、上記インジェク
ション回路（40）には、上記分岐配管（37）（130）から流出した中間圧冷媒と上記冷媒
回路（10）（200）を流れる高圧冷媒とを熱交換させる過冷却熱交換器（28）（117）が設
けられていることを特徴としている。
【００１８】
　第４の発明では、上記分岐配管（37）（130）から流出した中間圧冷媒を、そのまま各
圧縮室（4a,4b,4c）にインジェクションするのでなく、上記分岐配管（37）（130）から
流出した中間圧冷媒を、一旦減圧して、上記高圧冷媒と熱交換させて該高圧冷媒を冷却し
た後で、上記各圧縮室（4a,4b,4c）にインジェクションすることができる。これにより、
上記過冷却熱交換器（28）（117）を設けない場合に比べて、上記高圧冷媒の過冷却度を
大きくすることができる。
【００１９】
　第５の発明は、第１から第４のいずれか１つの発明において、上記冷媒回路（10）200
）には空調系統の利用側熱交換器（54）と冷蔵・冷凍系統の利用側熱交換器（64a,64b）
とが設けられ、上記各圧縮機（114a,114b,114c）には、空調系統の利用側熱交換器（54）
に接続される圧縮機と、冷蔵・冷凍系統の利用側熱交換器（64a,64b）に接続される圧縮
機とが含まれていることを特徴としている。
【００２０】
　第５の発明では、上記冷媒回路（200）に空調系統の利用側熱交換器と冷蔵・冷凍系統
の利用側熱交換器とが設けられた冷凍装置（100）であって、上記各圧縮機（114a,114b,1
14c）に、空調系統の利用側熱交換器に接続される圧縮機と、冷蔵・冷凍系統の利用側熱
交換器に接続される圧縮機とが含まれている場合に、可変容量圧縮機（21a）（21a,21b）
（114a,114b）の運転容量が少ない場合にインジェクション量を抑えることができる。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、上記可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の中間ポー
ト（5）を固定容量型圧縮機（21b,21c）（21c）（114c）の中間ポート（6,7）よりも小径
に形成することにより、上記中間圧冷媒を可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,1
14b）の方へ流れにくくすることができる。
【００２２】
　これにより、上記可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の中間ポート（5
）を小径に形成しない場合に比べて、上記可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,1
14b）の冷媒吐出ガス温度が低くなり過ぎないようにすることができる。又、上記中間圧
冷媒は、上記可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の方へ流れにくくなっ
た分、上記固定容量型圧縮機（21b,21c）（21c）（114c）の方へ流れるので、上記可変容
量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の中間ポート（5）を小径に形成しない場合
に比べて、上記固定容量型圧縮機（21b,21c）（21c）（114c）の冷媒吐出ガス温度を低く
することができる。以上より、可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b）と固
定容量型圧縮機（21b,21c）（21c）（114c）との間に生じる冷媒吐出ガス温度のアンバラ
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ンスをできるだけ抑えながら、両方の圧縮機（21a,21b,21c）（114a,114b,114c）にイン
ジェクションすることができる。
【００２３】
　また、上記第２の発明によれば、上記可変容量型圧縮機（21a）の運転容量が小さくな
るほど、上記制御手段（9）（210）が上記第１流量調整弁（30a）の弁開度を小さくする
。これにより、上記第１流量調整弁（30a）を設けない場合に比べて、上記中間圧冷媒を
可変容量型圧縮機（21a）の方へ流れにくくすることができる。以上より、上記可変容量
型圧縮機（21a）の冷媒吐出ガス温度が、上記第１流量調整弁（30a）を設けない場合に比
べて、より一層低くなり過ぎないようにすることができる。
【００２４】
　また、上記第３の発明によれば、上記可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114
b）の運転容量が小さくなるほど、上記制御手段（9）（210）が上記第１流量調整弁（30a
）（211,212）の弁開度を小さくするとともに、上記第２流量調整弁（30b,30c）（30c）
（213）の弁開度を大きくする。これにより、上記第１流量調整弁（30a）（211,212）の
弁開度のみを調整する場合に比べて、上記中間圧冷媒を可変容量型圧縮機（21a）（21a,2
1b）（114a,114b）の方へ流れにくくすることができる。以上より、上記可変容量型圧縮
機（21a）（21a,21b）（114a,114b）の冷媒吐出ガス温度が、上記第１流量調整弁（30a）
（211,212）の弁開度のみを調整する場合に比べて、より一層低くなり過ぎないようにす
ることができる。
【００２５】
　また、上記第４の発明によれば、各圧縮機（21a,21b,21c）（114a,114b,114c）にイン
ジェクションしながら、上記高圧冷媒の過冷却度を大きくすることができる。これにより
、冷凍装置のＣＯＰを向上させつつ、可変容量型圧縮機（21a）（21a,21b）（114a,114b
）と固定容量型圧縮機（21b,21c）（21c）（114c）との間に生じる冷媒吐出ガス温度のア
ンバランスをできるだけ抑えることができる。
【００２６】
　また、上記第５の発明によれば、上記冷媒回路（200）に空調系統の利用側熱交換器と
冷蔵・冷凍系統の利用側熱交換器とが設けられた冷凍装置（100）であって、上記各圧縮
機（114a,114b,114c）に、空調系統の利用側熱交換器に接続される圧縮機と、冷蔵・冷凍
系統の利用側熱交換器に接続される圧縮機とが含まれている場合に、可変容量圧縮機（21
a）（21a,21b）（114a,114b）の運転容量が少ない場合にインジェクション量を抑えるこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】図１は、実施形態１に係る冷凍装置の冷媒回路図である。
【図２】図２は、実施形態１の圧縮機における圧縮機構の要部を示す横断面図である。
【図３】図３は、実施形態１の変形例に係る冷凍装置の冷媒回路図である。
【図４】図４は、実施形態２に係る冷凍装置の冷媒回路図である。
【図５】図５は、実施形態２における冷房運転時の冷媒の流れを表す冷媒回路図である。
【図６】図６は、実施形態２における暖房運転時の冷媒の流れを表す冷媒回路図である。
【図７】図７は、実施形態２における冷蔵冷凍運転時の冷媒の流れを表す冷媒回路図であ
る。
【図８】図８は、実施形態２における冷却冷房運転時の冷媒の流れを表す冷媒回路図であ
る。
【図９】図９は、実施形態２における冷却冷房運転時の別の冷媒の流れを表す冷媒回路図
である。
【図１０】図１０は、実施形態２における第１冷却暖房運転時の冷媒の流れを表す冷媒回
路図である。
【図１１】図１１は、実施形態２における第２冷却暖房運転時の冷媒の流れを表す冷媒回
路図である。
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【図１２】図１２は、実施形態２における第３冷却暖房運転時の冷媒の流れを表す冷媒回
路図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。
【００２９】
　《発明の実施形態１》
　本発明の実施形態１について説明する。
【００３０】
　　〈全体構成〉
　本実施形態の冷凍装置（1）は、複数の冷蔵倉庫を冷却するものである。図１に示すよ
うに、上記冷凍装置（1）は、庫外ユニット（2）と、複数の庫内ユニット（3）と、コン
トローラ（9）とを備えている。上記庫外ユニット（2）は屋外に設置され、各庫内ユニッ
ト（3）は各冷蔵倉庫ごとに設置されている。又、上記庫外ユニット（2）には庫外回路（
20）が、各庫内ユニット（3）には庫内回路（50）がそれぞれ設けられている。そして、
この冷凍装置（1）の冷媒回路（10）は、蒸気圧縮式冷凍サイクルを行うように、庫外回
路（20）に対して複数の庫内回路（50）が並列に接続されて構成されている。
【００３１】
　具体的に、上記庫外回路（20）と各庫内回路（50）とは、第１連絡配管（14）及び第２
連絡配管（15）によって互いに接続されている。上記第１連絡配管（14）の一端は、上記
庫外回路（20）の一端部に設けられた第１閉鎖弁（11）に接続され、該第１連絡配管（14
）の他端は分岐して、各庫内回路（50）の一端にそれぞれ接続されている。又、上記第２
連絡配管（15）の一端は、上記庫外回路（20）の他端部に設けられた第２閉鎖弁（12）に
接続され、該第２連絡配管（15）の他端は分岐して、各庫内回路（50）の他端にそれぞれ
接続されている。
【００３２】
　　〈庫外ユニット〉
　上記庫外ユニット（2）の庫外回路（20）には、第１から第３までの３台の圧縮機（21a
,21b,21c）と、四路切換弁（24）と、庫外熱交換器（25）と、レシーバ（27）と、過冷却
熱交換器（28）と、過冷却用減圧弁（減圧手段）（29）と、庫外膨張弁（31）とが設けら
れている。
【００３３】
　全ての圧縮機（21a,21b,21c）は、何れも全密閉式高圧ドーム型のスクロール圧縮機で
構成され、各圧縮機（21a,21b,21c）には、中間圧位置に開口する中間ポート（5,6,7）を
有する圧縮室（4a,4b,4c）を備えた圧縮機構と該圧縮機構を駆動する電動機とがそれぞれ
設けられている。
【００３４】
　第１圧縮機（可変容量型圧縮機）（21a）の電動機には、該電動機の回転数を所定範囲
内で自在に変更可能なインバータが設けられている。このインバータにより電動機の回転
数を調整して、上記第１圧縮機（21a）の運転容量を増減させている。又、上記第２，第
３圧縮機（固定容量型圧縮機）（21b,21c）の電動機には、上記インバータは設けられて
おらず、該電動機の回転数は固定されている。したがって、上記第２，第３圧縮機（21b,
21c）の運転容量は一定となる。
【００３５】
　図２は、上記第１圧縮機（21a）における圧縮機構（47）の要部を示す横断面図である
。尚、上記第２，第３圧縮機（21b,21c）の圧縮機構は、後述する中間ポート（6,7）の径
が異なる以外、上記第１圧縮機（21a）の圧縮機構（47）と同様の構成であるため、説明
は省略する。
【００３６】
　図２に示すように、上記圧縮機構（47）は、固定スクロール（41）と、該固定スクロー
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ル（41）に噛合する可動スクロール（42）とを備えている。そして、上記固定スクロール
（41）に設けられた固定側ラップ（41a）と上記可動スクロール（42）に設けられた可動
側ラップ（42b）とが噛合して区画形成された第１、第２圧縮室（43,44）を備えている。
【００３７】
　尚、固定側ラップ（41a）の内周面と可動側ラップ（42b）の外周面との間に形成される
ものが第１圧縮室（43）であり、固定側ラップ（41a）の外周面と可動側ラップ（42b）の
内周面との間に形成されるものが第２圧縮室（44）である。これらの圧縮室（43,44）は
、可動スクロール（42）の公転運動に伴って、該圧縮室（43,44）の容積が増減するよう
になっている。
【００３８】
　上記固定スクロール（41）の外周側には、吸入ポート（45）が形成されている。この吸
入ポート（45）は、可動スクロール（42）の公転運動に伴って両方の圧縮室（43,44）に
間欠的に連通するように構成されている。又、上記固定スクロール（41）の中央部には、
吐出ポート（46）が形成されている。この吐出ポート（46）は、可動スクロール（42）の
公転運動に伴って両方の圧縮室（43,44）に間欠的に連通するように構成されている。
【００３９】
　そして、上記固定スクロール（41）には、中間ポート（5）が形成されている。この中
間ポート（5）は、可動スクロール（42）の公転運動に伴って上記第１圧縮室（43）に間
欠的に連通するように構成されている。
【００４０】
　具体的には、第１圧縮室（43）が吸入ポート（45）及び吐出ポート（46）のどちらにも
連通していない中間圧位置にあるときに、上記中間ポート（5）と第１圧縮室（43）とが
連通し、第１圧縮室（43）が中間圧位置以外の位置にあるときに、上記中間ポート（5）
と第１圧縮室（43）とが遮断される。
【００４１】
　又、上記第１圧縮機（21a）の中間ポート（5）は、図２に仮想線で示している上記第２
，第３圧縮機（21b,21c）の中間ポート（6,7）よりも小径に形成されている。
【００４２】
　上記各圧縮機（21a,21b,21c）の吐出側には、それぞれ吐出管（22a,22b,22c）が接続さ
れている。各吐出管（22a,22b,22c）には、それぞれ逆止弁（CV）が設けられている。こ
れらの吐出管（22a,22b,22c）は、吐出合流管（22）を介して上記四路切換弁（24）の第
１ポートに接続されている。上記逆止弁（CV）は、各圧縮機（21a,21b,21c）から吐出合
流管（22）へ向かう冷媒の流れのみを許容する向きに設けられている。
【００４３】
　又、上記各吐出管（22a,22b,22c）には、それぞれ逆止弁（CV）の上流側に油分離器（3
8a,38b,38c）が設けられている。上記各油分離器（38a,38b,38c）は、圧縮機（21a,21b,2
1c）の吐出冷媒から冷凍機油を分離するためのものである。そして、各油分離器（38a,38
b,38c）には、それぞれ油戻し管（39a,39b,39c）が接続されている。これら３つの油戻し
管（39a,39b,39c）は、油戻し合流管（39）の一端で合流している。油戻し合流管（39）
の他端は、後述する第２インジェクション配管（38）におけるガス抜き管（48）の接続部
に接続されている。又、上記各油戻し管（39a,39b,39c）には、上記油分離器（38a,38b,3
8c）の側から順に逆止弁（CV）とキャピラリチューブ（CP）とが設けられている。
【００４４】
　尚、上記各油戻し管（39a,39b,39c）に設けられた逆止弁（CV）は、油戻し合流管（39
）へ向かう冷凍機油の流れのみを許容する向きに設けられている。
【００４５】
　上記各圧縮機（21a,21b,21c）の吸入側には、それぞれ吸入管（23a,23b,23c）が接続さ
れている。これらの吸入管（23a,23b,23c）は、吸入合流管（23）を介して四路切換弁（2
4）の第２ポートに接続されている。
【００４６】
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　上記四路切換弁（24）の第３ポートには庫外熱交換器（25）の一端が、該四路切換弁（
24）の第４ポートには第２閉鎖弁（12）がそれぞれ接続されている。この四路切換弁（24
）は、第１ポートと第３ポートが互いに連通し且つ第２ポートと第４ポートが互いに連通
する第１状態（図１に実線で示す状態）と、第１ポートと第４ポートが互いに連通し且つ
第２ポートと第３ポートが互いに連通する第２状態（図１に破線で示す状態）とに切り換
え可能となっている。
【００４７】
　上記庫外熱交換器（25）の他端は、第１冷媒配管（32）を介してレシーバ（27）の頂部
に接続されている。上記庫外熱交換器（25）は、クロスフィン式のフィン・アンド・チュ
ーブ型熱交換器である。庫外熱交換器（25）の近傍には、庫外ファン（26）が設けられて
いる。そして、上記庫外熱交換器（25）は、庫外ファン（26）によって送られた庫外空気
と該庫外熱交換器（25）内を流れる冷媒とを熱交換するように構成されている。第１冷媒
配管（32）には逆止弁（CV）が設けられており、該逆止弁（CV）は上記庫外熱交換器（25
）からレシーバ（27）へ向かう冷媒の流れのみを許容する向きに設けられている。
【００４８】
　上記過冷却熱交換器（28）は、高圧側流路（28a）と中圧側流路（28b）とを有し、上記
高圧側流路（28a）および上記中圧側流路（28b）を流れる冷媒同士が熱交換するように構
成されている。
【００４９】
　上記高圧側流路（28a）の流入端は、レシーバ（27）の底部に接続されている。また、
高圧側流路（28a）の流出端は、第２冷媒配管（33）を介して第１閉鎖弁（11）に接続さ
れている。上記第２冷媒配管（33）には逆止弁（CV）が設けられており、該逆止弁（CV）
は上記過冷却熱交換器（28）から第１閉鎖弁（11）へ向かう冷媒の流れのみを許容する向
きに設けられている。一方、中圧側流路（28b）の流入端及び流出端は、それぞれ本発明
に係るインジェクション回路（40）に接続されている。
【００５０】
　上記インジェクション回路（40）は、各圧縮機（21a,21b,21c）に冷媒をインジェクシ
ョンするためのものであり、第１インジェクション配管（分岐配管）（37）と第２インジ
ェクション配管（38）と第１、第２、第３分岐インジェクション配管（37a,37b,37c）と
を備えている。
【００５１】
　上記第１インジェクション配管（37）は、上記第２冷媒配管（33）における逆止弁（CV
）の上流側から分岐して、上記中圧側流路（28b）の流入端に接続されている。又、上記
第１インジェクション配管（37）には過冷却用減圧弁（減圧手段）（29）が設けられてい
る。この過冷却用減圧弁（29）は、開度可変な電子膨張弁により構成されている。
【００５２】
　上記第２インジェクション配管（38）の一端に、上記中圧側流路（28b）の流出端が接
続され、該第２インジェクション配管（38）の他端は、第１、第２、第３分岐インジェク
ション配管（37a,37b,37c）に分岐している。第１、第２、第３分岐インジェクション配
管（37a,37b,37c）は、それぞれ各圧縮機（21a,21b,21c）の中間ポート（5,6,7）に接続
されている。尚、第１分岐インジェクション配管（37a）は本発明に係る第１分岐管（37a
）を構成し、第２、第３分岐インジェクション配管（37b,37c）は本発明に係る第２分岐
管（37b,37c）を構成する。
【００５３】
　上記第１分岐インジェクション配管（37a）には第１流量調整弁（30a）が設けられ、第
２、第３分岐インジェクション配管（37b,37c）にはそれぞれ第２流量調整弁（30b,30c）
が設けられている。この第１、第２流量調整弁（30a,30b,30c）は、開度可変な電子膨張
弁により構成されている。
【００５４】
　上記レシーバ（27）は、上述したように庫外熱交換器（25）と過冷却熱交換器（28）と
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の間に配置され、庫外熱交換器（25）で凝縮した高圧冷媒を一時的に貯留できるようにな
っている。また、レシーバ（27）の頂部には、電磁弁（SV）を有するガス抜き管（48）の
一端が接続されている。ガス抜き管（48）の他端は、第２インジェクション配管（38）の
途中に接続されている。このガス抜き管（48）は、電磁弁（SV）を開状態とすることで、
レシーバ（27）から第２インジェクション配管（38）へガス冷媒が流れるようになってい
る。
【００５５】
　上記第２冷媒配管（33）における逆止弁（CV）と第１閉鎖弁（11）の間には、第３冷媒
配管（35）の一端が接続されている。第３冷媒配管（35）の他端は、第１冷媒配管（32）
における逆止弁（CV）の下流側に接続されている。第３冷媒配管（35）には逆止弁（CV）
が設けられており、該逆止弁（CV）は第１閉鎖弁（11）から第１冷媒配管（32）へ向かう
冷媒の流れのみを許容する向きに設けられている。
【００５６】
　また、第１冷媒配管（32）と第２冷媒配管（33）との間には、レシーバ（27）および過
冷却熱交換器（28）をバイパスする第４冷媒配管（36）が接続されている。上記第４冷媒
配管（36）の一端は第１冷媒配管（32）における逆止弁（CV）の上流側に接続されている
。上記第４冷媒配管（36）の他端は第２冷媒配管（33）における第１インジェクション配
管（37）の接続部よりも上流側に接続されている。この第４冷媒配管（36）には、庫外膨
張弁（31）が設けられている。庫外膨張弁（31）は、開度が調節可能な電子膨張弁である
。
【００５７】
　上記庫外回路（20）には、各種センサや圧力スイッチが設けられている。具体的に、各
吐出管（22a,22b,22c）には、それぞれ吐出管温度センサ（61）と高圧圧力スイッチ（62
）が設けられている。吐出管温度センサ（61）は吐出管（22a,22b,22c）の温度を検出す
るものであり、高圧圧力スイッチ（62）は吐出圧力を検出して異常高圧時には冷凍装置（
1）を緊急停止させるものである。吸入合流管（23）には、該吸入合流管（23）の温度を
検出するための吸入管温度センサ（63）が設けられている。
【００５８】
　各吐出管（22a,22b,22c）の合流箇所（即ち、吐出合流管（22）の流入端）には、圧縮
機（21a,21b,21c）の吐出圧力を検出するための吐出圧力センサ（64）が設けられている
。各吸入管（23a,23b,23c）の合流箇所には、圧縮機（21a,21b,21c）の吸入圧力を検出す
るための吸入圧力センサ（65）が設けられている。庫外ファン（26）の近傍には、外気温
度を検出するための外気温センサ（67）が設けられている。
【００５９】
　また、上記第２冷媒配管（33）には、第１液温度センサ（68）が設けられている。第１
インジェクション配管（37）における過冷却用減圧弁（29）の下流側には、第２液温度セ
ンサ（69）が設けられている。各液温度センサ（68,69）は、液冷媒の温度を検出するも
のである。
【００６０】
　　〈庫内ユニット〉
　上記２つの庫内ユニット（3）は同様に構成されている。各庫内ユニット（3）には、庫
内回路（50）が設けられている。上記庫内回路（50）は、一端側から他端側へ向かって順
に、加熱用配管（51）、庫内膨張弁（52）および庫内熱交換器（53）が設けられている。
【００６１】
　上記加熱用配管（51）は、上記庫内熱交換器（53）の下方に設けられたドレンパン（55
）に取り付けられている。このドレンパン（55）は、庫内熱交換器（53）から滴下する結
露水を回収するものである。ここで、上記ドレンパン（55）に上記加熱用配管（51）が取
り付けられているのは、上記結露水が凍結して生成される氷塊を、加熱用配管（51）を流
通する高圧冷媒の熱を利用して融解するためである。
【００６２】
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　上記庫内膨張弁（52）は、開度が調節可能な電子膨張弁で構成されている。
【００６３】
　上記庫内熱交換器（53）は、クロスフィン式のフィン・アンド・チューブ型熱交換器で
構成され、該庫内熱交換器（53）の近傍には、庫内ファン（54）が設けられている。そし
て、上記庫内熱交換器（53）は、冷媒が庫内ファン（54）によって送られた庫内空気と該
庫内熱交換器（53）内を流れる冷媒とを熱交換するように構成されている。
【００６４】
　また、上記庫内回路（50）には、３つの温度センサが設けられている。具体的に、庫内
熱交換器（53）の伝熱管には、冷媒の蒸発温度を検出するための蒸発温度センサ（72）が
設けられている。庫内回路（50）におけるガス側端の近傍には、ガス冷媒の温度を検出す
るための冷媒温度センサ（73）が設けられている。庫内ファン（54）の近傍には、庫内の
温度を検出するための庫内温度センサ（74）が設けられている。
【００６５】
　　〈コントローラ〉
　上記コントローラ（9）は、上述した各センサ（61～69,71～74）および高圧圧力スイッ
チ（62）の検出値が入力される。そして、これら検出値に基づいて、上記コントローラ（
9）は、各圧縮機（21a,21b,21c）及びファン（26,54）の駆動制御、各種の弁（24,29,31,
52,SV）の切換や開度調節を行いながら、上記冷凍装置（1）の運転を制御する。
【００６６】
　例えば、上記コントローラ（9）において、上記過冷却用減圧弁（29）の開度調整は、
各吐出管温度センサ（61）に基づいて行われる。又、上記コントローラ（9）は、上記第
１流量調整弁（30a）の開度調整を行う第１制御部（9a)と、上記第２流量調整弁（30b,30
c）の開度調整を行う第２制御部（9b)とを備えている。
【００６７】
　上記第１制御部（9a)は、第１圧縮機（21a）に設けられた上記インバータの運転周波数
に基づいて、上記第１流量調整弁（30a）の弁開度を調整するように構成されている。一
方、上記第２制御部（9b)は、上記インバータの運転周波数に基づいて、上記第２流量調
整弁（30b,30c）の弁開度を調整するように構成されている。
【００６８】
　－運転動作－
　以下に、上記冷凍装置（1）の運転動作について説明する。冷凍装置（1）は、冷蔵倉庫
内を所定温度（例えば、５℃）に維持する冷却運転を行うように構成されている。
【００６９】
　この冷却運転では、３台の圧縮機（21a,21b,21c）のうち少なくとも１台が駆動されて
、各庫内ユニット（3）で庫内が冷却される。ここでは、３台全ての圧縮機（21a,21b,21c
）を駆動する場合について説明する。また、この冷却運転において、四路切換弁（24）は
第１状態に設定される。また、過冷却用減圧弁（29）および庫内膨張弁（52）の開度が適
宜調節される一方、庫外膨張弁（31）が全閉状態に設定される。各電磁弁（SV）は、運転
状態に応じて開閉される。
【００７０】
　この冷却運転では、上記第１、第２，第３圧縮機（21a,21b,21c）が駆動されると、冷
媒回路（10）において図１に示す実線の矢印の方向に冷媒が流れる。このとき、上記庫外
熱交換器（25）が凝縮器として機能し、且つ上記各庫内熱交換器（53）が蒸発器として機
能することにより、上記冷媒回路（10）において蒸気圧縮式冷凍サイクルが行われる。
【００７１】
　具体的に、上記第１、第２，第３圧縮機（21a,21b,21c）で圧縮された高圧ガス冷媒が
各吐出管（22a,22b,22c）から吐出される。各吐出管（22a,22b,22c）から吐出された高圧
ガス冷媒は各油分離器（38a,38b,38c）に流入する。該各油分離器（38a,38b,38c）では、
高圧冷媒から冷凍機油が分離される。この分離した冷凍機油は、一旦各油分離器（38a,38
b,38c）内に貯留された後、各油戻し管（39a,39b,39c）および油戻し合流管（39）を通っ
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て第２インジェクション配管（38）へ流入する。一方、冷凍機油が分離された高圧冷媒は
、各油分離器（38a,38b,38c）を流出して上記吐出合流管（22）で合流する。
【００７２】
　上記吐出合流管（22）で合流した高圧冷媒は、上記四路切換弁（24）を介して庫外熱交
換器（25）へ流入する。庫外熱交換器（25）では、高圧冷媒が庫外空気と熱交換して凝縮
する。凝縮した冷媒は、第１冷媒配管（32）、レシーバ（27）および過冷却熱交換器（28
）の高圧側流路（28a）を順に通過した後で第２冷媒配管（33）へ流入する。第２冷媒配
管（33）に流入した冷媒は、一部が第１インジェクション配管（37）へ流れ、残りが上記
第１閉鎖弁（11）を介して第１連絡配管（14）へ流れる。
【００７３】
　第１インジェクション配管（37）の方へ流れた高圧冷媒は、上記過冷却用減圧弁（29）
で所定の圧力まで減圧されて中間圧冷媒となった後、上記過冷却熱交換器（28）の中圧側
流路（28b）へ流入する。過冷却熱交換器（28）では、その中間圧冷媒と高圧側流路（28a
）を流れる高圧冷媒とが熱交換する。これにより、上記高圧冷媒が冷却されて過冷却度が
大きくなる一方、上記中間圧冷媒が加熱されてガス冷媒となる。このガス冷媒は、上記過
冷却熱交換器（28）を流出した後、第２インジェクション配管（38）を介して第１、第２
、第３分岐インジェクション配管（37a,37b,37c）に分流する。
【００７４】
　そして、第１分岐インジェクション配管（37a）に流入した中間圧冷媒は、その流量が
上記第１流量調整弁（30a）で調整された後、第１圧縮機（21a）における中間圧位置の第
１圧縮室（43）にインジェクションされる。ここで、上記第１制御部（9a)により、第１
圧縮機（21a）のインバータの運転周波数が大きくなるほど、上記第１流量調整弁（30a）
の弁開度は小さくなる。
【００７５】
　又、第２、第３分岐インジェクション配管（37b,37c）に流入した各中間圧冷媒は、そ
の各流量が上記第２，３流量調整弁（30b,30c）で調整された後、第２，第３圧縮機（21b
,21c）における中間圧位置の各圧縮室へそれぞれインジェクションされる。ここで、上記
第２制御部（9b)により、第１圧縮機（21a）のインバータの運転周波数が大きくなるほど
、上記第２，３流量調整弁（30b,30c）の弁開度は大きくなる。
【００７６】
　一方、上記第１連絡配管（14）の方へ流れた高圧冷媒は、各庫内回路（50）へ分流する
。庫内回路（50）へ流入した高圧冷媒は、加熱用配管（51）を流通する。その際、ドレン
パン（55）では、加熱用配管（51）を流れる冷媒によって結露水が凍結した氷塊が加熱用
配管（51）の冷媒によって融解される。これにより、加熱用配管（51）を流れる高圧冷媒
がさらに過冷却される。加熱用配管（51）を流出した高圧冷媒は、上記庫内膨張弁（52）
で減圧されて低圧冷媒になった後、上記庫内熱交換器（53）へ流入する。
【００７７】
　上記庫内熱交換器（53）では、低圧冷媒が庫内空気と熱交換して蒸発する。これにより
、庫内空気が冷却される。各庫内熱交換器（53）で蒸発した冷媒は、第２連絡配管（15）
を介して再び庫外回路（20）へ流入する。庫外回路（20）へ流入した低圧冷媒は、四路切
換弁（24）を介して吸入合流管（23）へ流れ、吸入管（23a,23b,23c）から各圧縮機（21a
,21b,21c）へ吸入される。各圧縮機（21a,21b,21c）へ吸入された低圧冷媒は、上記中間
ポート（5,6,7）から流入した中間圧冷媒とともに、所定の圧力まで圧縮されて高圧冷媒
となる。そして、この高圧冷媒は、圧縮機（21a,21b,21c）から再び吐出される。このよ
うに冷媒が循環することにより、各冷蔵倉庫内を所定温度に維持する冷却運転が行われる
。
【００７８】
 　－実施形態の効果－
　本実施形態によれば、上記第１圧縮機（21a）の中間ポート（5）を第２，第３圧縮機（
21b,21c）の中間ポート（6,7）よりも小径に形成することにより、上記第２インジェクシ
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ョン配管（38）を流れる中間圧冷媒を第１圧縮機（21a）の方へ流れにくくすることがで
きる。
【００７９】
　これにより、上記第１圧縮機（21a）の中間ポート（5）を小径に形成しない場合に比べ
て、上記第１圧縮機（21a）における高圧冷媒の温度が低くなり過ぎないようにすること
ができる。又、上記中間圧冷媒が上記第１圧縮機（21a）の方へ流れにくくなった分、上
記第２，第３圧縮機（21b,21c）の方へ流れるので、上記第１圧縮機（21a）の中間ポート
（5）を小径に形成しない場合に比べて、上記第２，第３圧縮機（21b,21c）における高圧
冷媒の温度を低くすることができる。
【００８０】
　尚、上記第１圧縮機（21a）と上記第２，第３圧縮機（21b,21c）とに設定される運転容
量の比率に応じて、上記第１圧縮機（21a）及び上記第２，第３圧縮機（21b,21c）の中間
ポート（5,6,7）の大きさを決定するとよい。つまり、上記第１圧縮機（21a）の可変運転
容量が、上記第２，第３圧縮機（21b,21c）の固定運転容量よりも大きい場合には、上記
第２，第３圧縮機（21b,21c）の中間ポート（6,7）よりも上記第１圧縮機（21a）の中間
ポート（5）をさらに小さく形成する。
【００８１】
　以上より、第１圧縮機（21a）と第２，第３圧縮機（21b,21c）との間に生じる高圧冷媒
の温度のアンバランスをできるだけ抑えながら、両方の圧縮機（21a,21b,21c）にインジ
ェクションすることができる。
【００８２】
　又、本実施形態によれば、上記第１制御部（9a)において、上記第１圧縮機（21a）の運
転容量が小さくなるほど、上記第１流量調整弁（30a）の弁開度を小さくする。これによ
り、上記第１流量調整弁（30a）を設けない場合に比べて、上記中間圧冷媒を第１圧縮機
（21a）の方へ流れにくくすることができる。
【００８３】
　以上より、上記第１圧縮機（21a）における高圧冷媒の温度が、上記第１流量調整弁（3
0a）を設けない場合に比べて、より一層低くなり過ぎないようにすることができる。
【００８４】
　又、本実施形態によれば、上記第２制御部（9b)において、上記第１圧縮機（21a）の運
転容量が小さくなるほど、上記第２流量調整弁（30b,30c）の弁開度を大きくする。これ
により、上記第１流量調整弁（30a）の弁開度のみを調整する場合に比べて、上記中間圧
冷媒を第１圧縮機（21a）の方へ流れにくくすることができる。
【００８５】
　以上より、上記第１圧縮機（21a）における高圧冷媒の温度が、上記第１流量調整弁（3
0a）の弁開度のみを調整する場合に比べて、より一層低くなり過ぎないようにすることが
できる。
【００８６】
　また、本実施形態によれば、各圧縮機（21a,21b,21c）にインジェクションしながら、
上記高圧冷媒の過冷却度を大きくすることができる。これにより、冷凍装置のＣＯＰを向
上させつつ、第１圧縮機（21a）と第２，第３圧縮機（21b,21c）との間に生じる高圧冷媒
の温度のアンバランスをできるだけ抑えることができる。
【００８７】
　　－実施形態１の変形例－
　図３は、実施形態１の変形例に係る冷凍装置の冷媒回路図である。この変形例は、３台
の圧縮機（21a,21b,21c）に用いる可変容量型圧縮機と固定容量型圧縮機の組み合わせと
、３つの流量調整弁（30a,30b,30c）のうちの１つの弁の形式を図１の例から変更したも
のである。
【００８８】
　その他の構成は図１の例と同様であるため、以下、構成が異なる部分について説明をす
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る。
【００８９】
　まず、第１圧縮機（21a）が可変容量型圧縮機であり、第３圧縮機（21c）が固定容量型
圧縮機である点は図１の実施形態１と同じであるが、第２圧縮機（21b）は、図１の例と
は違って可変容量型圧縮機により構成されている。
【００９０】
　また、可変容量型圧縮機である第１圧縮機（21a）と第２圧縮機（21b）の中間ポート（
5,6）にそれぞれ接続される第１分岐インジェクション配管（37a）と第２分岐インジェク
ション配管（37b）には、開度可変な電子膨張弁からなる第１流量調整弁（30a,30b）が設
けられているが、固定容量型圧縮機である第３圧縮機（21c）の中間ポート（7）に接続さ
れる第３分岐インジェクション配管（37c）には、開閉自在な電磁弁からなる第２流量調
整弁（30b）が設けられている。
【００９１】
　また、この変形例においても、可変容量型圧縮機である第１圧縮機（21a）と第２圧縮
機（21b）の中間ポート（5,6）は、固定容量型圧縮機である第３圧縮機（21c）の中間ポ
ート（7）よりも小径に構成されている。
【００９２】
　庫外回路（20）及び庫内回路（50）を含む冷媒回路（10）は、以上の点を除いて図１の
実施形態１と同様に構成されている。
【００９３】
　なお、上記第１流量調整弁（30a,30b）の制御を行う上記コントローラ（9）の第１制御
部（9a）は、図１の実施形態１と同様に構成されている。一方、第２流量調整弁（30c）
の制御を行う第２制御部（9b)は、上記第１圧縮機（21a）と第２圧縮機（21b）のインバ
ータの運転周波数が所定値以上に大きいときは第２流量調整弁（30c）を閉じる制御を行
い、所定値よりも小さくなると第２流量調整弁（30c）を開く制御を行う。
【００９４】
　この変形例の構成においても、各圧縮機（21a,21b,21c）の中間ポート（5,6,7）の径の
大きさを違うようにしていることと、インバータの周波数に応じて各流量調整弁（30a,30
b,30c）の動作を制御するようにしているので、各圧縮機（21a,21b,21c）への冷媒インジ
ェクション量を調整することができる。したがって、可変容量型圧縮機である第１圧縮機
（21a）及び第２圧縮機（21b）と、固定容量型圧縮機である第３圧縮機（21c）との間に
生じる冷媒吐出ガス温度のアンバランスを抑えることができる。
【００９５】
　《発明の実施形態２》
　本発明の実施形態２について説明する。
【００９６】
　この実施形態２に係る冷凍装置（100）は、例えばコンビニエンスストアに設けられる
。冷凍装置（100）は、図４に示すように、室外に設置される室外ユニット（110）と、店
内空間を空調する室内ユニット（150）と、庫内を冷却する２台の庫内ユニット（160a,16
0b）と、ブースタユニット（180）とを備えている。２台の庫内ユニット（160a,160b）は
、冷蔵用の第１庫内ユニット（160a）と冷凍用の第２庫内ユニット（160b）とから構成さ
れている。
【００９７】
　室外ユニット（110）には室外回路（111）が、室内ユニット（150）には室内回路（152
）が、第１庫内ユニット（160a）には第１庫内回路（161a）が、第２庫内ユニット（160b
）には第２庫内回路（161b）が、ブースタユニット（180）にはブースタ回路（181）がそ
れぞれ設けられている。この冷凍装置（100）では、室外回路（111）、室内回路（152）
、第１庫内回路（161a）、第２庫内回路（161b）、及びブースタ回路（181）を４本の連
絡配管（201,202,203,204）で接続することによって、蒸気圧縮冷凍サイクルを行う冷媒
回路（200）が構成されている。第１庫内回路（161a）と第２庫内回路（161b）は並列に
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接続されている。また、第２庫内回路（161b）とブースタ回路（181）は直列に接続され
ている。
【００９８】
　そして、上記冷媒回路（200）には空調系統の利用側熱交換器と冷蔵・冷凍系統の利用
側熱交換器とが設けられている。また、後述する各圧縮機（114a,114b,114c）には、空調
系統の利用側熱交換器に接続される圧縮機と、冷蔵・冷凍系統の利用側熱交換器に接続さ
れる圧縮機とが含まれている。
【００９９】
　４本の連絡配管（201,202,203,204）は、第１液側連絡配管（201）、第２液側連絡配管
（202）、第１ガス側連絡配管（203）、及び第２ガス側連絡配管（204）から構成されて
いる。第１液側連絡配管（201）は、一端が室外回路（111）の第１液側閉鎖弁（205）に
接続され、他端が室内回路（152）に接続されている。第２液側連絡配管（202）は、一端
が室外回路（111）の第２液側閉鎖弁（206）に接続され、他端が２手に分岐して第１庫内
回路（161a）と第２庫内回路（161b）に接続されている。第１ガス側連絡配管（203）は
、一端が室外回路（111）の第１ガス側閉鎖弁（207）に接続され、他端が室内回路（152
）に接続されている。第２ガス側連絡配管（204）は、一端が室外回路（111）の第２ガス
側閉鎖弁（208）に接続され、他端が２手に分岐して第１庫内回路（161a）と第２庫内回
路（161b）に接続されている。また、第２庫内回路（161b）とブースタ回路（181）との
間は、接続ガス管（194）によって接続されている。
【０１００】
　　〈室外ユニット〉
　室外回路（111）には、圧縮機構（140）、室外熱交換器（115）、及びレシーバ（112）
が設けられている。圧縮機構（140）は、第１可変容量圧縮機（114a）と固定容量圧縮機
（114c）と第２可変容量圧縮機（114b）とから構成されている。圧縮機構（140）では、
これらの圧縮機（114a,114b,114c）の吐出側が互いに接続されている。また、これらの圧
縮機（114a,114b,114c）は、吸入側が後述する第３四路切換弁（133）に接続されている
。本実施形態２では、第１可変容量圧縮機（114a）が第１圧縮機（114a）を構成し、固定
容量圧縮機（114c）及び第２可変容量圧縮機（114b）がそれぞれ第２，第３圧縮機（114b
,14c）を構成している。
【０１０１】
　第１，第２可変容量圧縮機（114a,114b）には、インバータを介して電力が供給される
。第１，第２可変容量圧縮機（114a,114b）は、インバータの出力周波数を変化させるこ
とによって、その運転容量を段階的に調節することができるように構成されている。一方
、固定容量圧縮機（114c）は、電動機が常に一定の回転速度で運転されるものであって、
その運転容量が変更不能となっている。
【０１０２】
　第１可変容量圧縮機（114a）は、庫内ユニット（160a,160b）で蒸発した冷媒を吸入す
る庫内用圧縮機を構成している。第１可変容量圧縮機（114a）は、庫内専用の圧縮機であ
る。固定容量圧縮機（114c）は、冷房運転時に室内ユニット（150）で蒸発した冷媒を吸
入する室内用圧縮機を構成している。第２可変容量圧縮機（114b）は、室内専用の圧縮機
である。また、第２可変容量圧縮機（114b）は、後述する第３四路切換弁（133）が第１
状態のときに庫内用圧縮機を構成し、その第３四路切換弁（133）が第２状態のときに室
内用圧縮機を構成する。つまり、第２可変容量圧縮機（114b）は、庫内用圧縮機と室内用
圧縮機に兼用される。
【０１０３】
　圧縮機構（140）では、冷蔵側及び冷凍側の庫内熱交換器（164a,64b）における冷却負
荷の合計である庫内側負荷が比較的小さい場合には、第１可変容量圧縮機（114a）のみが
庫内用圧縮機に設定され、その第１可変容量圧縮機（114a）の運転容量が、例えば第１可
変容量圧縮機（114a）の吸入管（157a）の圧力が一定値になるように調節される。その結
果、第１可変容量圧縮機（114a）の運転容量は、庫内側負荷に応じて調節されることにな
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る。そして、庫内側負荷が第１可変容量圧縮機（114a）の運転容量の最大値を超えると、
固定容量圧縮機（114c）も庫内用圧縮機に設定される。このとき、庫内用圧縮機の合計運
転容量は、第１可変容量圧縮機（114a）によって調節される。
【０１０４】
　また、室内熱交換器（154）における冷房負荷が比較的小さい場合には、第１可変容量
圧縮機（114b）のみが室内用圧縮機に設定される。そして、冷房負荷が大きくなると、固
定容量圧縮機（114c）も室内用圧縮機に設定される。なお、庫内側負荷と冷房負荷が共に
大きい場合には、固定容量圧縮機（114c）は庫内用圧縮機に優先的に用いられる。
【０１０５】
　第１可変容量圧縮機（114a）、固定容量圧縮機（114c）、及び第２可変容量圧縮機（11
4b）は共に、例えば全密閉の高圧ドーム型のスクロール圧縮機により構成されている。各
圧縮機（114）は、既に図２で説明したのと同様のスクロール式の圧縮機構（47）を備え
ている。圧縮機構（47）の具体的な説明は省略するが、第１可変容量圧縮機（114a）及び
第２可変容量圧縮機（114b）の中間ポート（5,6）が固定容量圧縮機（114c）の中間ポー
ト（7）より小径であることは実施形態１と同じである。
【０１０６】
　第１可変容量圧縮機（114a）の第１吐出管（156a）、固定容量圧縮機（114c）の第２吐
出管（156b）及び第２可変容量圧縮機（114b）の第３吐出管（156c）は、吐出合流管（12
1）に接続されている。吐出合流管（121）は、第１四路切換弁（131）に接続されている
。吐出合流管（121）からは吐出分岐管（122）が分岐している。吐出分岐管（122）は、
第２四路切換弁（132）に接続されている。
【０１０７】
　各吐出管（156）には、圧縮機（114）側から順に、油分離器（137a,137b,137c）と高圧
圧力スイッチ（139a,139b,139c）と逆止弁（CV1,CV2,CV3）とが配置されている。各高圧
圧力スイッチ（139）は、異常高圧時に圧縮機（114）を緊急停止させるように構成されて
いる。各逆止弁（CV1,CV2,CV3）は、圧縮機（114）へ向かう冷媒の流れを禁止するように
構成されている。
【０１０８】
　第１可変容量圧縮機（114a）の第１吸入管（157a）は、第２ガス側閉鎖弁（208）に接
続されている。第２可変容量圧縮機（114b）の第２吸入管（157b）は、第２四路切換弁（
132）に接続されている。固定容量圧縮機（114c）の第３吸入管（157c）は、第３四路切
換弁（133）に接続されている。第１吸入管（157a）からは、第１吸入分岐管（158a）が
分岐している。第２吸入管（157b）からは、第２吸入分岐管（158b）が分岐している。第
１吸入分岐管（158a）及び第２吸入分岐管（158b）は共に第３四路切換弁（133）に接続
されている。また、第１吸入分岐管（158a）及び第２吸入分岐管（158b）には、第３四路
切換弁（133）側からの冷媒の流れを禁止する逆止弁（CV7,CV8）がそれぞれ設けられてい
る。
【０１０９】
　室外熱交換器（115）は、クロスフィン式のフィン・アンド・チューブ型熱交換器によ
り構成されている。室外熱交換器（115）は熱源側熱交換器を構成している。室外熱交換
器（115）の近傍には、室外熱交換器（115）に室外空気を送る室外ファン（123）が設け
られている。室外熱交換器（115）では、冷媒と室外空気との間で熱交換が行われる。
【０１１０】
　室外熱交換器（115）のガス側は、第１四路切換弁（131）に接続されている。室外熱交
換器（115）の液側は、第１液管（124）を介してレシーバ（112）の頂部に接続されてい
る。第１液管（124）には、室外熱交換器（115）へ向かう冷媒の流れを禁止する逆止弁（
CV9）が設けられている。
【０１１１】
　レシーバ（112）は、縦長の密閉容器状に構成されている。レシーバ（112）では、室外
熱交換器（115）等で凝縮した高圧冷媒が一時的に貯留される。また、レシーバ（112）の
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底部には、第２液管（125）の一端が接続されている。第２液管（125）の他端は、第１分
岐配管（126）と第２分岐配管（127）とに分岐している。
【０１１２】
　第１分岐配管（126）は、第１液側閉鎖弁（205）に接続されている。第１分岐配管（12
6）は、第１液側連絡配管（201）を介して室内回路（152）に連通している。第１分岐配
管（126）には、第２液管（125）へ向かう冷媒の流れを禁止する逆止弁（CV10）が設けら
れている。第１分岐配管（126）からは、第１液管（124）における逆止弁（CV9）とレシ
ーバ（112）の間に接続された第３分岐管（128）が分岐している。第３分岐管（128）に
は、第１分岐配管（126）へ向かう冷媒の流れを禁止する逆止弁（CV11）が設けられてい
る。
【０１１３】
　第２分岐配管（127）は、第２液側閉鎖弁（206）に接続されている。第２分岐配管（12
7）は、第２液側連絡配管（202）を介して各庫内回路（161a,161b）に連通している。第
２分岐配管（127）には、後述する第２中間熱交換器（117）が接続されている。第２分岐
配管（127）からは、第４分岐管（129）とインジェクション管（インジェクション回路を
構成する分岐配管）（130）とが分岐している。
【０１１４】
　第４分岐管（129）は、第２中間熱交換器（117）と第２液側閉鎖弁（206）の間から分
岐している。第４分岐管（129）は、第２分岐配管（127）に接続されている方とは逆端が
第１液管（124）における室外熱交換器（115）と逆止弁（CV9）の間に接続されている。
第４分岐管（129）には、開度可変の電子膨張弁により構成された第１室外膨張弁（166）
が設けられている。
【０１１５】
　インジェクション管（130）は、第４分岐管（129）の分岐箇所と第２液側閉鎖弁（206
）の間から分岐している。インジェクション管（130）はインジェクション通路を構成し
ている。インジェクション管（130）は、第２分岐配管（127）から延びる主注入管（130d
）と、主注入管（130d）から分岐して第１可変容量圧縮機（114a）の中間ポート（5）に
接続する左側分岐注入管（130a）と、主注入管（130d）から分岐して第２可変容量圧縮機
（114b）の中間ポート（6）に接続する右側分岐注入管（130b）と、主注入管（130d）か
ら分岐して固定容量圧縮機（114c）の中間ポート（7）に接続する中央分岐注入管（130c
）とを備えている。本実施形態２では、左側分岐注入管（130a）と右側分岐注入管（130b
）が本発明の第１分岐管を構成し、中央分岐注入管（130c）が第２分岐管を構成している
。また、第１可変容量圧縮機（114a）の中間ポート（5）及び第２可変容量圧縮機（114b
）の中間ポート（6）は固定容量圧縮機（114c）の中間ポート（7）よりも小径である。
【０１１６】
　主注入管（130d）には、第２室外膨張弁（減圧手段）（167）が設けられている。第２
室外膨張弁（167）は開度可変の電子膨張弁により構成されている。第２室外膨張弁（167
）では、第２分岐配管（127）から主注入管（130d）に流入した冷媒が、冷凍サイクルに
おける中間圧に減圧される。
【０１１７】
　各分岐注入管（130a,130b,130c）には、流量調整弁として電子膨張弁（211,212,213）
が設けられている。流量調整弁の機能は実施形態１と同じである。
【０１１８】
　本実施形態２では、室内熱交換器（154）及び庫内熱交換器（164）の両方へ供給される
冷媒を冷却するための第１中間熱交換器（116）と、室内熱交換器（154）及び庫内熱交換
器（164）のうち庫内熱交換器（164）だけに供給される冷媒を冷却するための第２中間熱
交換器（117）とが設けられている。
【０１１９】
　第１中間熱交換器（116）は、第１流路（116a）を流通する冷媒と第２流路（116b）を
流通する冷媒とを熱交換させるように構成されている。第１中間熱交換器（116）は、例
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えば二重管式熱交換器により構成されている。第１中間熱交換器（116）では、第１流路
（116a）が第２液管（125）に接続され、第１流路（116a）の内側に形成された第２流路
（116b）が主注入管（130d）における第２室外膨張弁（167）の下流に接続されている。
第１中間熱交換器（116）における熱交換では、第２液管（125）の高圧の冷媒が主注入管
（130d）の中間圧の冷媒によって冷却される。
【０１２０】
　第２中間熱交換器（117）は、第１流路（117a）を流通する冷媒と第２流路（117b）を
流通する冷媒とを熱交換させるように構成されている。第２中間熱交換器（117）は、例
えばプレート式の熱交換器により構成されている。第２中間熱交換器（117）では、第１
流路（117a）が第２分岐配管（127）に接続され、第２流路（117b）が主注入管（130d）
における第１中間熱交換器（116）の下流に接続されている。第２中間熱交換器（117）に
おける熱交換では、第２分岐配管（127）の高圧の冷媒が主注入管（130d）の中間圧の冷
媒によって冷却される。
【０１２１】
　第１四路切換弁（131）は、第１ポート（P1）が吐出合流管（121）に、第２ポート（P2
）が第２四路切換弁（132）の第４ポート（P4）に、第３ポート（P3）が室外熱交換器（1
15）に、第４ポート（P4）が第１ガス側閉鎖弁（1113）にそれぞれ接続されている。また
、第２四路切換弁（132）は、第１ポート（P1）が吐出分岐管（122）に、第２ポート（P2
）が第２吸入管（157b）に、第４ポート（P4）が第１四路切換弁（131）の第２ポート（P
2）にそれぞれ接続されている。第２四路切換弁（132）の第３ポート（P3）は閉塞された
閉鎖ポートに構成されている。また、第３四路切換弁（133）は、第１ポート（P1）が吐
出合流管（121）に接続された高圧管（136）に、第２ポート（P2）が第３吸入管（157c）
に、第３ポート（P3）が第２吸入分岐管（158b）に、第４ポート（P4）が第１吸入分岐管
（158a）にそれぞれ接続されている。
【０１２２】
　第１乃至第３の各四路切換弁（131,32,33）は、第１ポート（P1）と第３ポート（P3）
が互いに連通して第２ポート（P2）と第４ポート（P4）が互いに連通する第１状態（図４
に実線で示す状態）と、第１ポート（P1）と第４ポート（P4）が互いに連通して第２ポー
ト（P2）と第３ポート（P3）が互いに連通する第２状態（図４に破線で示す状態）との間
で切換自在に構成されている。
【０１２３】
　本実施形態２では、第１吐出管（156a）に第１油分離器（137a）が、第２吐出管（156b
）に第２油分離器（137b）が、第３吐出管（156c）に第３油分離器（137c）が設けられて
いる。各油分離器（137）は、密閉容器状に構成され、対応する圧縮機（114）から吐出さ
れた冷媒から冷凍機油を分離するように構成されている。
【０１２４】
　また、第１油分離器（137a）には第１油戻し管（142）が接続され、第２油分離器（137
b）には第２油戻し管（143）が接続され、第３油分離器（137c）には第３油戻し管（144
）が接続されている。各油戻し管（142,143,144）は、油分離器（137）で分離された冷凍
機油をインジェクション管（130）を通じて圧縮機（114）の中間圧の圧縮室に送るように
構成されている。上記各油戻し管（142,143,144）は合流した後にインジェクション管（1
30）に接続され、各圧縮機（114）へ中間ポート（5,6,7）から注入される。
【０１２５】
　第１油戻し管（142）には、第１油分離器（137a）側から順番に、第１油分離器（137a
）側へ戻る冷凍機油の流れを禁止する逆止弁（CV12）と、高圧の冷凍機油を中間圧に減圧
するキャピラリーチューブ（141a）とが設けられている。第２油戻し管（143）には、第
２油分離器（137b）側から順番に、第２油分離器（137b）側へ戻る冷凍機油の流れを禁止
する逆止弁（CV13）と、高圧の冷凍機油を中間圧に減圧するキャピラリーチューブ（141b
）とが設けられている。第３油戻し管（144）には、第３油分離器（137c）側から順番に
、第３油分離器（137c）側へ戻る冷凍機油の流れを禁止する逆止弁（CV14）と、高圧の冷
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凍機油を中間圧に減圧するキャピラリーチューブ（141c）とが設けられている。
【０１２６】
　また、室外ユニット（110）には、各種のセンサが設けられている。具体的に、吐出合
流管（121）には、吐出圧力センサ（118）が設けられている。各吐出管（156）には、吐
出温度センサが設けられている（図示省略）。第１吸入管（157a）には、第１吸入圧力セ
ンサ（119a）及び第１吸入温度センサ（120a）が設けられている。第２吸入管（157b）に
は、第２吸入圧力センサ（119b）及び第２吸入温度センサ（120b）が設けられている。第
２分岐配管（127）には、液温度センサ（172）が設けられている。これらのセンサの検出
値は、後述するコントローラ（210）に入力される。
【０１２７】
　　〈室内ユニット〉
　室内回路（152）では、その液側端からガス側端へ向かって順に、室内膨張弁（153）と
室内熱交換器（154）とが設けられている。室内膨張弁（153）は、開度が調節可能な電子
膨張弁により構成されている。また、室内熱交換器（154）は、クロスフィン式のフィン
・アンド・チューブ型熱交換器により構成されている。室内熱交換器（154）は、第２利
用側熱交換器（154）を構成している。室内熱交換器（154）の近傍には、室内熱交換器（
154）に室内空気を送る室内ファン（155）が設けられている。室内熱交換器（154）では
、冷媒と室内空気との間で熱交換が行われる。
【０１２８】
　また、室内回路（152）では、室内熱交換器（154）の伝熱管に、蒸発温度センサ（221
）が設けられている。また、室内回路（152）におけるガス側端の近傍に、ガス温度セン
サ（222）が設けられている。室内ユニット内には、室温センサ（223）が設けられている
。
【０１２９】
　　〈庫内ユニット〉
　第１庫内回路（161a）及び第２庫内回路（161b）では、その液側端からガス側端へ向か
って順に、庫内膨張弁（163a,163b）と庫内熱交換器（164a,164b）とがそれぞれ設けられ
ている。各庫内膨張弁（163a,163b）は、開度が調節可能な電子膨張弁により構成されて
いる。各庫内熱交換器（164a,164b）は、クロスフィン式のフィン・アンド・チューブ型
熱交換器により構成されている。第１庫内回路（161a）の庫内熱交換器（164a）は、第１
利用側熱交換器（164a）を構成している。各庫内熱交換器（164a,164b）の近傍には、庫
内熱交換器（164a,164b）に庫内空気を送る庫内ファン（165a,165b）が設けられている。
各庫内熱交換器（164a,64b）では、冷媒と庫内空気との間で熱交換が行われる。
【０１３０】
　また、各庫内回路（161a,61b）では、庫内熱交換器（164a,64b）の伝熱管に、蒸発温度
センサ（224a,224b）が設けられている。また、庫内回路（161a,61b）におけるガス側端
の近傍に、ガス温度センサ（225a,225b）が設けられている。庫内ユニット内には、庫内
温度センサ（226a,226b）が設けられている。
【０１３１】
　　〈ブースタユニット〉
　ブースタ回路（181）には、運転容量が可変のブースタ圧縮機（186）が設けられている
。ブースタ圧縮機（186）の吐出管（178）には、ブースタ圧縮機（186）側から順に、油
分離器（187）、高圧圧力スイッチ（188）、逆止弁（CV15）が設けられている。油分離器
（187）には、キャピラリーチューブ（191）が設けられた油戻し管（192）が接続されて
いる。また、ブースタ回路（181）には、ブースタ圧縮機（186）をバイパスするバイパス
管（195）が設けられている。バイパス管（195）には、逆止弁（CV16）が設けられている
。
【０１３２】
　　〈コントローラ〉
　上記コントローラ（210）は、上記可変容量圧縮機（114a,114b）に接続されている第１
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流量調整弁（211,212）の開度調整を行う第１制御部（210a)と、上記固定容量圧縮機（11
4c）に接続されている第２流量調整弁（213）の開度調整を行う第２制御部（210b）とを
有している。
【０１３３】
　上記第１制御部（210a)は、可変容量圧縮機（114a,114b）に設けられた上記インバータ
の運転周波数に基づいて、上記第１流量調整弁（211,212）の弁開度を調整するように構
成されている。一方、上記第２制御部（210b）は、上記インバータの運転周波数に基づい
て、上記第２流量調整弁（213）の弁開度を調整するように構成されている。
【０１３４】
　制御の具体的な内容は実施形態１と基本的に同じである。
【０１３５】
　　　－運転動作－
　次に、冷凍装置（100）が行う運転動作について運転の種類毎に説明する。この冷凍装
置（100）は、７種類の運転モードを設定可能に構成されている。具体的には、<i>室内ユ
ニット（150）の冷房のみを行う冷房運転、<ii>室内ユニット（150）の暖房のみを行う暖
房運転、<iii>第１庫内ユニット（160a）と第２庫内ユニット（160b）での庫内の冷却の
みを行う冷蔵冷凍運転、<iv>第１庫内ユニット（160a）及び第２庫内ユニット（160b）で
の庫内の冷却と共に室内ユニット（150）での冷房を行う冷却冷房運転、<v>室外熱交換器
（115）を用いずに、第１庫内ユニット（160a）及び第２庫内ユニット（160b）での庫内
の冷却と室内ユニット（150）での暖房とを行う第１冷却暖房運転、<vi>第１冷却暖房運
転で室内ユニット（150）の暖房能力が余るときに行う第２冷却暖房運転、そして<vii>第
１冷却暖房運転で室内ユニット（150）の暖房能力が不足するときに行う第３冷却暖房運
転が選択可能に構成されている。
【０１３６】
　　〈冷房運転〉
　冷房運転では、図５に示すように、第１四路切換弁（131）及び第２四路切換弁（132）
が共に第１状態に設定された状態で、第２可変容量圧縮機（114b）の運転が行われる。各
庫内膨張弁（163）は閉状態に設定される。冷房運転中は、室内熱交換器（154）を通過し
た冷媒の過熱度が目標過熱度（1例えば５℃）になるように、室内膨張弁（153）の開度が
制御される。この点は、後述する冷却冷房運転でも同じである。
【０１３７】
　冷房運転では、室外熱交換器（115）が凝縮器となって室内熱交換器（154）が蒸発器と
なる蒸気圧縮冷凍サイクルが行われる。なお、冷房運転では、冷房能力が不足する場合に
、固定容量圧縮機（114c）の運転も行われる。その際、第３四路切換弁（133）が第２状
態に設定されて、固定容量圧縮機（114c）が室内用圧縮機を構成する。第１可変容量圧縮
機（114a）は常に停止している。　
【０１３８】
　具体的に、冷房運転では、第２可変容量圧縮機（114b）から吐出された冷媒が、室外熱
交換器（115）で凝縮し、レシーバ（112）を経て室内回路（152）に流入する。室内回路
（152）では、流入した冷媒が、室内膨張弁（153）で減圧された後に、室内熱交換器（15
4）で室内空気から吸熱して蒸発する。冷媒によって冷却された室内空気は店内空間へ供
給される。室内熱交換器（154）で蒸発した冷媒は、第２可変容量容量圧縮機（114b）に
吸入されて再び吐出される。なお、室内熱交換器（154）での冷媒の蒸発温度は、例えば
１０℃程度になる。
【０１３９】
　　〈暖房運転〉
　暖房運転では、図６に示すように、第１四路切換弁（131）が第２状態に設定されて第
２四路切換弁（132）が第１状態に設定された状態で、第２可変容量圧縮機（114b）の運
転が行われる。各庫内膨張弁（163）は閉状態に設定される。
【０１４０】
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　暖房運転では、室内熱交換器（154）が凝縮器となって室外熱交換器（115）が蒸発器と
なる蒸気圧縮冷凍サイクルが行われる。なお、暖房運転では、暖房能力が不足する場合に
は、固定容量圧縮機（114c）の運転も行われる。その際、第３四路切換弁（133）は第２
状態に設定される。第１可変容量圧縮機（114a）は常に停止している。
【０１４１】
　具体的に、第２可変容量圧縮機（114b）から吐出された冷媒は、室内回路（152）に流
入して、室内熱交換器（154）で室内空気に放熱して凝縮する。冷媒によって加熱された
室内空気は店内空間へ供給される。室内熱交換器（154）で凝縮した冷媒は、第１室外膨
張弁（166）で減圧された後に室外熱交換器（115）で蒸発し、第２可変容量圧縮機（114b
）に吸入されて再び吐出される。
【０１４２】
　　〈冷蔵冷凍運転〉
　冷蔵冷凍運転では、図７に示すように、第１四路切換弁（131）が第１状態に設定され
た状態で、第１可変容量圧縮機（114a）の運転が行われる。室内膨張弁（153）は閉状態
に設定される。冷蔵冷凍運転中は、庫内熱交換器（164,64b）を通過した冷媒の過熱度が
目標過熱度（1例えば５℃）になるように、庫内膨張弁（163a,163b）の開度が制御される
。この点は、後述する冷却冷房運転及び冷却暖房運転でも同じである。
【０１４３】
　冷蔵冷凍運転では、室外熱交換器（115）が凝縮器となって各庫内熱交換器（164）が蒸
発器となる蒸気圧縮冷凍サイクルが行われる。なお、冷蔵冷凍運転では、庫内の冷却能力
が不足する場合には、固定容量圧縮機（114c）の運転も行われる。その際、第３四路切換
弁（133）が第１状態に設定されて、固定容量圧縮機（114c）が庫内用圧縮機を構成する
。第２可変容量圧縮機（114b）は常に停止している。　
【０１４４】
　具体的に、冷蔵冷凍運転では、第１可変容量圧縮機（114a）から吐出された冷媒が、室
外熱交換器（115）で凝縮する。そして、室外熱交換器（115）で凝縮した冷媒は、レシー
バ（112）を経て、第１庫内回路（161a）及び第２庫内回路（161b）にそれぞれ分配され
る。
【０１４５】
　第１庫内回路（161a）では、流入した冷媒が、庫内膨張弁（16203）で減圧された後に
、庫内熱交換器（164a）で庫内空気から吸熱して蒸発する。冷媒によって冷却された庫内
空気は、冷蔵ショーケースの庫内へ供給される。また、第２庫内回路（161b）では、流入
した冷媒が、庫内膨張弁（16204）で減圧された後に、庫内熱交換器（164b）で庫内空気
から吸熱して蒸発する。冷媒によって冷却された庫内空気は、冷凍ショーケースの庫内へ
供給される。庫内熱交換器（164b）で蒸発した冷媒は、ブースタ圧縮機（186）によって
圧縮される。そして、庫内熱交換器（164a）で蒸発した冷媒と、ブースタ圧縮機（186）
によって圧縮された冷媒とは、合流後に第１可変容量圧縮機（114a）に吸入されて再び吐
出される。
【０１４６】
　なお、冷蔵冷凍運転では、庫内熱交換器（164a）での冷媒の蒸発温度が例えば５℃に設
定され、庫内熱交換器（164b）での冷媒の蒸発温度が例えば－３０℃に設定される。
【０１４７】
　また、冷蔵冷凍運転では、固定容量圧縮機（114c）が庫内用圧縮機となる場合に、第１
可変容量圧縮機（114a）及び固定容量圧縮機（114c）が同じ庫内熱交換器（164a）で蒸発
した冷媒を吸入する同吸入の冷凍サイクルが行われる。
【０１４８】
　　〈冷却冷房運転〉
　冷却冷房運転では、第１四路切換弁（131）及び第２四路切換弁（132）が共に第１状態
に設定された状態で、第１可変容量圧縮機（114a）及び第２可変容量圧縮機（114b）の運
転が行われる。冷却冷房運転では、室外熱交換器（115）が凝縮器となって室内熱交換器



(22) JP 2010-14399 A 2010.1.21

10

20

30

40

50

（154）及び各庫内熱交換器（164）が蒸発器となる蒸気圧縮冷凍サイクルが行われる。
【０１４９】
　なお、冷却冷房運転では、室内ユニット（150）における冷房能力及び庫内ユニット（1
60）における冷却能力が足りている場合には、固定容量圧縮機（114c）が停止される。ま
た、庫内ユニット（160）における冷却能力が不足する場合には、図８に示すように、第
３四路切換弁（133）が第１状態に設定されて固定容量圧縮機（114c）の運転が行われる
。この場合、固定容量圧縮機（114c）は庫内用圧縮機となる。また、室内ユニット（150
）における冷房能力が不足する場合には、図９に示すように、第３四路切換弁（133）が
第２状態に設定されて固定容量圧縮機（114c）の運転が行われる。この場合、固定容量圧
縮機（114c）は室内用圧縮機となる。
【０１５０】
　具体的に、冷却冷房運転では、第１可変容量圧縮機（114a）及び第２可変容量圧縮機（
114b）から吐出された冷媒が、室外熱交換器（115）で凝縮する。そして、室外熱交換器
（115）で凝縮した冷媒は、レシーバ（112）を経て、第１庫内回路（161a）、第２庫内回
路（161b）、及び室内回路（152）に分配される。
【０１５１】
　第１庫内回路（161a）及び第２庫内回路（161b）に分配された冷媒は、冷蔵冷凍運転と
同様の流れで流通し、第１可変容量圧縮機（114a）に吸入されて再び吐出される。室内回
路（152）に分配された冷媒は、冷房運転と同様の流れで流通し、第２可変容量圧縮機（1
14b）に吸入されて再び吐出される。
【０１５２】
　なお、冷却冷房運転では、室内熱交換器（154）での冷媒の蒸発温度が例えば１０℃程
度になり、第１庫内回路（161a）の庫内熱交換器（164a）での冷媒の蒸発温度が例えば５
℃に設定され、第２庫内回路（161b）の庫内熱交換器（164b）での冷媒の蒸発温度が例え
ば－３０℃に設定される。室内熱交換器（154）における冷媒の蒸発温度は、第１庫内回
路（161a）の庫内熱交換器（164a）における冷媒の蒸発温度よりも高くなる。
【０１５３】
　冷却冷房運転では、第１庫内回路（161a）の庫内熱交換器（164a）で蒸発した冷媒を第
１可変容量圧縮機（114a）が吸入して、その庫内熱交換器（164a）よりも冷媒の蒸発温度
が高くなる室内熱交換器（154）で蒸発した冷媒を第２可変容量圧縮機（114b）が吸入す
る別吸入の冷凍サイクルが行われる。また、固定容量圧縮機（114c）が室内用圧縮機とな
る場合には、固定容量圧縮機（114c）も室内熱交換器（154）で蒸発した冷媒を吸入する
。また、冷却冷房運転では、固定容量圧縮機（114c）が庫内用圧縮機となる場合に、第１
可変容量圧縮機（114a）及び固定容量圧縮機（114c）が同じ庫内熱交換器（164a）で蒸発
した冷媒を吸入する同吸入の冷凍サイクルにもなる。
【０１５４】
　　〈第１冷却暖房運転〉
　第１冷却暖房運転では、図１０に示すように、第１四路切換弁（131）が第２状態に設
定されて第２四路切換弁（132）が第１状態に設定された状態で、第１可変容量圧縮機（1
14a）の運転が行われる。第１冷却暖房運転では、庫内の冷却能力が不足する場合に、固
定容量圧縮機（114c）の運転も行われる。その際、第３四路切換弁（133）が第１状態に
設定され、固定容量圧縮機（114c）は庫内用圧縮機となる。第１冷却暖房運転では、室内
熱交換器（154）が凝縮器となって各庫内熱交換器（164）が蒸発器となる蒸気圧縮冷凍サ
イクルが行われる。第１冷却暖房運転中は、第１庫内ユニット（160a）と第２庫内ユニッ
ト（160b）との冷却能力（1蒸発熱量）と、室内ユニット（150）の暖房能力（1凝縮熱量
）とがバランスし、１００％の熱回収が行われる。
【０１５５】
　具体的に、第１可変容量圧縮機（114a）から吐出された冷媒は、室内熱交換器（154）
で室内空気に放熱して凝縮する。室内熱交換器（154）で凝縮した冷媒は、第１庫内回路
（161a）及び第２庫内回路（161b）にそれぞれ分配される。第１庫内回路（161a）及び第
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２庫内回路（161b）に分配された冷媒は、冷蔵冷凍運転と同様の流れで流通し、第１可変
容量圧縮機（114a）に吸入されて再び吐出される。
【０１５６】
　第１冷却暖房運転では、固定容量圧縮機（114c）が庫内用圧縮機となる場合に、第１可
変容量圧縮機（114a）及び固定容量圧縮機（114c）が同じ庫内熱交換器（164a）で蒸発し
た冷媒を吸入する同吸入の冷凍サイクルが行われる。この点は、後述する第２冷却暖房運
転及び第３冷却暖房運転でも同じである。
【０１５７】
　　〈第２冷却暖房運転〉
　第２冷却暖房運転は、第１冷却暖房運転の際に暖房能力が余っている場合に、図１１に
示すように、第２四路切換弁（132）を第２状態に切り換えることによって行われる。第
２冷却暖房運転では、室外熱交換器（115）が凝縮器として動作する。第２冷却暖房運転
時の設定は、第２四路切換弁（132）以外は、基本的に第１冷却暖房運転と同じである。
【０１５８】
　第２冷却暖房運転では、第１可変容量圧縮機（114a）から吐出した冷媒の一部が、室外
熱交換器（115）に流入する。室外熱交換器（115）では、流入した冷媒が室外空気に放熱
して凝縮する。室外熱交換器（115）で凝縮した冷媒は、室内熱交換器（154）で凝縮した
冷媒と合流して、第１庫内回路（161a）及び第２庫内回路（161b）にそれぞれ分配される
。第２冷却暖房運転では、第１庫内ユニット（160a）と第２庫内ユニット（160b）との冷
却能力（1蒸発熱量）と、室内ユニット（150）の暖房能力（1凝縮熱量）とはバランスせ
ずに、余る凝縮熱が室外熱交換器（115）で放出される。
【０１５９】
　　〈第３冷却暖房運転〉
　第３冷却暖房運転は、第１冷却暖房運転の際に暖房能力が不足する場合に、図１２に示
すように、第２四路切換弁（132）を第１状態に設定すると共に第１室外膨張弁（166）を
開状態に設定した状態で、第２可変容量圧縮機（114b）の運転を行うことによって行われ
る。第３冷却暖房運転では、室内熱交換器（154）が凝縮器となって各庫内熱交換器（164
）及び室外熱交換器（115）が蒸発器となる蒸気圧縮冷凍サイクルが行われる。
【０１６０】
　第３冷却暖房運転では、室内熱交換器（154）で凝縮した冷媒が、第１庫内回路（161a
）及び第２庫内回路（161b）だけでなく、室外熱交換器（115）側へ分配される。室外熱
交換器（115）に分配された冷媒は、第１室外膨張弁（166）で減圧された後に室外熱交換
器（115）で蒸発して、第２可変容量圧縮機（114b）に吸入されて再び吐出される。第３
冷却暖房運転では、第１庫内ユニット（160a）と第２庫内ユニット（160b）との冷却能力
（1蒸発熱量）と、室内ユニット（150）の暖房能力（1凝縮熱量）とはバランスせずに、
不足する蒸発熱が室外熱交換器（115）で吸熱される。
【０１６１】
　　〈インジェクション動作〉
　本実施形態２においても、上記の各運転状態において、実施形態１と同様に、各圧縮機
（114a,114b,114c）へのインジェクション動作が行われる。その際、可変容量圧縮機であ
る第１，第３圧縮機（114a,114b）の中間ポート（5,6）が固定容量圧縮機である第２圧縮
機（114c）の中間ポート（7）よりも小径であるため、インバータの周波数が低いときの
インジェクション量を抑えることができる。また、インバータの運転周波数に応じ、コン
トローラ（210）によって流量調整弁（211,212,213）の開度調整も行われるので、インバ
ータの周波数が低いときの可変容量圧縮機（114a,114b）へのインジェクション量をより
確実に抑えることができる。
【０１６２】
　　　－実施形態２の効果－
　本実施形態２によれば、上記冷媒回路（200）に空調系統の利用側熱交換器と冷蔵・冷
凍系統の利用側熱交換器とが設けられた冷凍装置（100）であって、上記各圧縮機（114a,
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114b,114c）に、空調系統の利用側熱交換器に接続される圧縮機と、冷蔵・冷凍系統の利
用側熱交換器に接続される圧縮機とが含まれている場合に、可変容量圧縮機である第１，
第３圧縮機（114a,114b）の中間ポート（5,6）を固定容量圧縮機である第２圧縮機（114c
）の中間ポート（7）よりも小径にするとともに、インバータの運転周波数に応じて流量
調整弁（211,212,213）の開度調整を行うようにしたことによって、インバータの周波数
が低いときの可変容量圧縮機（114a,114b）へのインジェクション量を確実に抑えること
ができる。
【０１６３】
　したがって、可変容量圧縮機（114a,114b）における高圧冷媒の温度が低くなり過ぎな
いようにすることができる。これは、実施形態１と同様に、固定容量圧縮機（114c）より
も可変容量圧縮機（114a,114b）の方へインジェクション冷媒が流れにくくなるためであ
る。また、固定容量圧縮機（114c）においては、十分なインジェクション量を確保できる
ので、高圧冷媒の温度を低くすることができる。
【０１６４】
　以上のことから、各圧縮機（114a,114b,114c）の間に生じる高圧冷媒の温度のアンバラ
ンスをできるだけ抑えながら、各圧縮機（114a,114b,114c）に冷媒インジェクションをす
ることができる。
【０１６５】
　《その他の実施形態》
　上記実施形態については、以下のような構成としてもよい。
【０１６６】
　上記各実施形態では、庫外回路（20）において３台の圧縮機（21a,21b,21c）（114a,11
4b,114c）を設けるようにしたが、これに限定されず、圧縮機の台数は２台または４台以
上であって、そのうちの少なくとも１台が可変容量型の圧縮機であればよい。この場合で
あっても同様の作用効果を得ることができる。
【０１６７】
　上記実施形態１では、上記第２流量調整弁（30b,30c）を開度可変な電子膨張弁で構成
したが、これに限定されず、実施形態１の変形例に記載しているように、開閉自在な電磁
弁で構成してもよい。この場合、上記電磁弁が全開となったときのＣＶ値が、上記第１流
量調整弁（30a）の開度が全開になったときのＣＶ値よりも大きいと、全ての流量調整弁
（30a,30b,30c）が全開となった場合に、第２，第３圧縮機（21b,21c）の方へ中間圧冷媒
が多く流れる可能性がある。したがって、上記電磁弁が全開となったときのＣＶ値は、上
記第１流量調整弁（30a）の開度が全開になったときのＣＶ値よりも小さくするのがよい
。
【０１６８】
　なお、以上の実施形態は、本質的に好ましい例示であって、本発明、その適用物、ある
いはその用途の範囲を制限することを意図するものではない。
【産業上の利用可能性】
【０１６９】
　以上説明したように、本発明は、複数の圧縮機を有して蒸気圧縮式の冷凍サイクルを行
う冷凍装置について有用である。
【符号の説明】
【０１７０】
　1　　　　 　冷凍装置
　5,6,7　　　 中間ポート
　9　　　　　 コントローラ（制御手段）
　9a　　　　　第１制御部
　9b　　　　　第２制御部
　10　　　　　冷媒回路
　21a　　　 　第１圧縮機（可変容量型圧縮機）
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　21b　　　 　第２圧縮機（固定容量型圧縮機）
　21c　　　 　第３圧縮機（固定容量型圧縮機）
　28　　　　　過冷却熱交換器
　29　　　　　過冷却用膨張弁（減圧手段）
　30a　　　 　第１流量調整弁
　30b,30c　　 第２流量調整弁
　37　　　　　第１インジェクション配管（分岐配管）
　38　　　　　第２インジェクション配管
　37a　　　　 第１分岐インジェクション配管（第１分岐管）
　37b　　 　　第２分岐インジェクション配管（第２分岐管） 
　37c　　 　　第３分岐インジェクション配管（第２分岐管） 
　40　　　　　インジェクション回路

【図１】 【図２】
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